H25.2.22一部修正

直接入力旅費（生徒引率旅行）の注意点

	●旅行命令簿作成時の注意
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


◎出発地及び帰着地はそれぞれ１箇所しか入力できませんので、出発地または帰着地が異なる旅行者は別に作成してください。

◎旅行の用務内容は、できるだけ具体的に入力してください。

◎前泊、後泊がある場合には、わかるように表示してください。

（入力例）　

· 用務名の後に（前泊あり）、（後泊あり）と入力をする

· 目的地に前泊・後泊する宿泊施設名を入力する
	●交通費について
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
◎貸切バス等の経費（１人当たりの所要額）
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◇経費として認められているもの

　バス代、有料道路代、駐車場代、バスの航送料、乗務員経費

◇１人当たりの所要額の算出方法

①生徒１人当たりの負担額は、請求額を同乗した総人数で除した金額(円未満を切り捨て)
②教員１人当たりの負担額は、請求額総額から、①の金額×生徒数を除いた金額を教員等

の人数で除した金額(円未満の端数は適宜調整)

　　

　　　

 　　JRや路線バス等、個人の利用額が明確なものは人数割りしません。

　                 　　　  　　

◎タクシーの利用
タクシーの使用基準を満たさないタクシーの利用については、支給できません。

◎旅費で支給できないもの
大会等への参加で、大会事務局が用意したシャトルバスや送迎バスを利用した場合の費用

は、旅費では支給できません。
	●宿泊料、宿泊諸費について
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


◎指定宿泊施設とは

　　会議・研修等の主催者等があらかじめ指定した宿泊施設のことで、他の宿泊施設を利用できないことが前提です。主催者側が単に近隣のホテル等の宿泊施設を紹介・斡旋するだけの場合は指定宿泊施設には該当しません。 

ただし、研修を受講する際に、研修の主催者から指定はされていないものの、研修施設に併設さ

れた宿泊施設を利用する方が、近隣のホテルを利用するより、安価で便利な場合には、指定宿泊

施設と同様の取り扱いとします。
　　　　　　　　　　　　　

◎パッケージ商品(航空券と宿泊施設)を利用する場合

①パッケージ商品の上限額 

「６回回数券の往復航空運賃（通常期／繁忙期）」または「特定便割引の往復航空賃」＋「条例で定める当該宿泊地の宿泊料上限額」の範囲内であること。 
②パッケージ商品のランク 
パッケージ商品のランクで定められている宿泊施設のランクのうち、ＪＡＬのパッケージ商品

については下位３ランク、ＡＮＡのパッケージ商品については、下位４ランクに属する宿泊施

設であること。                                      （旅費事務の手引き(第５版)運用３）
◎宿泊料、宿泊諸費及び旅行雑費（国内旅行）

	
	地　　域
	宿泊料の上限額（１夜につき）
	宿泊諸費

（１夜につき）
	旅行雑費

（１日につき）

	二　種
	東京23区
	10,000円
	3,400円
	1,000円

	
	甲地方
	8,100円
	2,800円
	500円

	
	乙地方
	7,300円
	2,500円
	500円


　　　　　

東京都区内　　東京23区　　＊23区外は乙地方

　　　　　　

　　　　　  千葉県：千葉市　　　　　　　　大阪府：大阪市、堺市

埼玉県：さいたま市　　　　　　兵庫県：神戸市

　　　　　甲地方　　　  神奈川県：横浜市、川崎市　　　広島県：広島市

　　　　　　　　　　　  愛知県：名古屋市　　　　　　　福岡県：福岡市

京都府：京都市

　　　　　

乙地方　　　　上記以外
　
　

旅行雑費について（条例第２０条関係）

　   

◆県内の公署に勤務する職員

　    ア）旅行日の目的地又は宿泊地が四国４県以外の地域である場合の当該旅行日

　　    ただし、船舶による旅行の場合は、四国４県以外の地域に船舶が着岸したときの当該旅行日

イ）宿泊地が四国４県以外の地域である場合の当該宿泊した日の翌日

ただし、船舶による旅行の場合は、船舶が四国４県以外の地域に着岸後引き続き停泊したときの翌日

     ◆県外の公署に勤務する職員

ア）旅行日の目的地又は宿泊地が公署が存する都府県及び当該都府県に隣接する府県以外の地域である場合の当該旅行日

イ）宿泊地が公署が存する都道府県及び当該都府県に隣接する府県以外の地域である場合の当該宿泊した日の翌日

◆都の特別区の地域における旅行で、500円を加算できる旅行日は次のとおりであり、加算できる日数

は同一の旅行において15日を限度とする。なお、勤務公署が都の特別区である職員は対象にならない。

　　  ア）旅行日の目的地又は宿泊地が都の特別区である場合の旅行日

イ）宿泊地が都の特別区である場合の当該宿泊した日の翌日

	●完結入力時の注意
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


	提出が必要な書類
	提出が必要なとき
	備　　考

	精算書

	コピー
	修学旅行等全ての手配を旅行会社に依頼したとき
	記載内容、金額に誤りがないか確認してください。

	旅行の行程表
	
	四国外へ旅行するとき
	

	試算票
	
	旅行の行程のなかに自家用車を使用する区間があるとき

※新旅費システム（810旅費試算）で作成
	

	申立書（第6号様式）
	コピー
	諸事情により、領収書が添付できないとき　（タクシーは除く）
	

	証明書（第7号様式）

	
	他の学校と連合で旅行したとき
	

	要項等の写し
	
	指定宿泊施設を利用したとき
	

	見積書
	コピー
	概算払いを希望するとき
	記載内容、金額に誤りがないか確認してください。

	領収書

※新旅費システムで出力される領収書貼付台紙に貼り付けて提出
	コピー
	旅行会社からの精算書に含まれない公共交通機関、宿泊施設、有料駐車場等の利用があるとき

領収書の不備等で別途確認した内容は、領収書貼付台紙の余白に記載してください。

※領収書原本への加筆、鉛筆書き不可。


	◆宿泊施設の領収書に宿泊料(素泊まり)、食事代の内訳について記載がない場合

「宿泊料と食事代は分割不可であることを確認済み」

「朝食代○○円を含むことを確認済み」

◆領収書の宛名が団体名の場合

　  「○○(旅行者名)の領収書に相違ありません」

◆旅行の行程のなかで、交通費のかからない区間がある場合

「○○～○○間は無料送迎バスを利用」

「○○～○○間は徒歩（自家用車同乗）」



	
	
	
	◆駐車場の領収書に領収日のみの記載で、利用日の記載がない場合

　  「利用日○月○日～○月○日」

◆タクシー、公共交通機関の領収書に利用区間の記載がない場合

    「利用区間○○駅～○○駅」

    「○○～○○までタクシー利用」

◆宿泊研修の領収書に薪代が計上されている場合

「夕食時の飯盒炊爨に使用」、「昼食時に使用」、 「キャンプファイヤーに使用」など

◆貸切バス等の経費で、１人当たりの所要額を算出する場合の計算式

· 青少年の家など食事代の実費が定められている宿泊施設に宿泊した場合で、食事を欠食した場合　の「公務上の都合」「自己都合」の別




◎旅費事務センターへの送信期限

概算払いを希望する場合は、出発日の５日前（閉庁日を除く）までに旅費事務センターに

決裁送信してください。

旅費額の算出根拠となる書類の提出も、出発日の５日前（閉庁日を除く）必着です。
◎速やかな旅行完結送信

旅行終了後は、速やかに完結送信を行ってください。

◎問い合わせ先　

	旅費事務センター（℡088-871-3011）

	(1)新旅費システムの操作手順に関する相談

(2)公務旅行に関する旅程の作成、旅費計算及び旅費の支払

(3)その他旅費に関する相談



	総務事務センター（旧 会計指導課）

（℡088-823-9703）
	「旅費事務の手引き」に関すること

	教職員・福利課（℡088-821-4905）
	旅費制度に関すること
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